
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 ６５ ６４,５３６９９８ ６３１５４,５２８２,４５６１９３１
 ６１ ５４,７８３８９３ ５６１２３,３１３２,２１７　３２
 ８１ ４９,４２３６１０ ６２１１６,７３３１,８９７　３３
 ７９ ４９,５３６６２６ ６３１２０,３０７１,９１５　３４
 ６４ ３７,７３４５９０ ５６１０３,９６２１,８７２　３５
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































１７.５ １,１３８ ８,２５８ ６,６５３ ６,０４１ ０ ２,２１７ １,１３８１９３４－３６
３４.４ ３,４４１１１,１１１ ９,１９５ ８,４０２ ２,０３４ ２,７０９ １,４０６１９３７
４７.３ ６,２１４１５,０１７ １３,１２４１１,７２９ ４,７９４ ３,２８８ １,４１９１９３８
５５.２ ６,７６９１８,８８３ １２,２７３１４,３９０ ４,８４４ ４,４９３ １,９２４１９３９
５２.５ ８,２４７２３,２６８ １５,７０４１７,４０８ ５,７２３ ５,８６０ ２,５２５１９４０
５６.２１２,８５４３５,８５１ ２２,８９１２７,７１７ ９,４８７ ８,１３３ ３,３６７１９４１
６０.３１９,２９０４３,８３０ ３１,９６５３５,５５４ １８,７５３１２,５５１ ５３７１９４２
６３.９３０,３２８６３,１７３ ４７,４５８５０,６２１ ２９,８１８１９,８７１ ５１０１９４３
８５.６７３,７５６８４,７８５ ６４,９１３ ７３,４９４１９,８７１ ２６２１９４４
４４.２１６,７８１９９,８５１ ７８,３５５ １６,４６５２１,４９６ ３１６１９４５
（出典）『昭和国勢総覧』第２巻，２２２，２４７頁。
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その後は，指数（３４－３６年＝１００）でみて，それぞれ３９年＝２１９－２２８－１９９→４１
年＝３６９－３５９－３０５→４３年＝６１９－５５５－４６５→４５年＝２６７７－１５５１－１１８９という
経過を辿る（第14表）。一見して，通貨急膨張の激烈性が目に飛び込んでくる
といってよく，その意味で，まさにこのような通貨膨張の進行こそ，財政・
金融両面からする有効需要の人為的拡大を通して投資・生産・利潤の高位性
を補完しつつ景気拡張を実現させた　　その基本条件だった点がよく分か
る。要するに「資本蓄積促進策」におけるその基盤条件だというべきであろう。
そのうえで，もう一歩立ち入って（ロ）「・１・２の内部構成」にまで進
むとどうか。そうすると，先に指摘した数値からして，この３種類の通貨量
のうちでは，１および２に比較してそのものの増大テンポが一層大きい
ことが直ちに目立つ。その場合，いうまでもなく，このハイパワード・マネー
としての「」を根拠にしてこそ，預金通貨である「１」と「２」が創出＝「信用
第14表　通貨発行額
 （100万円）
１９３４－３６＝１００＋定期性預金
M２
＋当座性預金
M１
現金通貨
M M２M１M
１００.０１００.０１００.０１３,９９８６,６３０２,１１６１９３４－３６平均
１１４.２１１４.８１０５.６１５,９９２７,６１０２,２３５ １９３７．６
１２６.５１３５.９１４９.１１７,７０６９,００９３,１５５ ．１２
１３３.９１３９.４１２７.７１８,７４６９,２４２２,７０３ １９３８．６
１５１.７１６２.４１６４.４２１,２４０１０,７７０３,４７８ ．１２
１６６.５１７７.１１５６.７２３,３０８１１,７４３３,３１６ １９３９．６
１９９.９２２８.３２１９.９２７,９８４１５,１３９４,６５４ ．１２
２１８.８２４４.６２１９.９３０,６２７１６,２１８４,６５３ １９４０．６
２５０.９２８９.０２８３.６３５,１２４１９,１５８６,０００ ．１２
２６７.９３００.９２６８.５３７,４９４１９,９５１５,６８１ １９４１．６
３０５.６３５９.０３６９.８４２,７７４２３,７９９７,８２６ ．１２
３３２.５３８３.３３４４.６４６,５４６２５,４１１７,２９２ １９４２．６
３７５.０４４５.４４３８.３５２,４８９２９,５２８９,２７４ ．１２
４１２.１４８８.７４４３.８５７,６８７３２,４０３９,３９１ １９４３．６
４６５.３５５５.３６１９.０６５,１３６３６,８１７１３,０９９ ．１２
５４３.９６４２.４７３９.８７６,１３９４２,５８８１５,６５５ １９４４．６
６７０.４８２４.７１,０８０.２９３,８４２５４,６７７２２,８５６ ．１２
８７８.１１,１００.２１,５５７.５１２２,９１１７２,９４０３２,９５７ １９４５．６
１,１８９.０１,５５１.１２,６７７.６１６６,４４０１０２,８３８５６,６５８ ．１２
（出典）朝倉孝吉・西山千明『日本経済の貨幣的分析』。
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創造」される　　という関係にあるかぎり，この動向の中に，戦時統制経済
期・資本蓄積促進策における，政府・日銀のその決定的役割重要性がまさに
如実に反映している。なぜなら，全体としての通貨量拡張を基礎付けている
この「」自体の増加規模が顕著に大きい以上，この時期での通貨量拡張の何
よりもの主要基盤がこの政府・日銀信用の膨張にこそあった点は，いわば当
然だからに他ならない。その意味で，まさにこの通貨量動向に即して考えて
も，「資本蓄積促進策」の貫徹に疑問の余地は全くあり得まい。
こうフォローしてくれば，最後に，この「通貨量動向」の（ハ）「意義」は次ぎ
の２側面からこそ整理可能であろう。すなわち，まず１つには，統制経済期
における資本投資を補完した中心要因としては，財政・金融ルートを経由し
た通貨量拡張が無視できないこと，しかもついで２つには，この財政・金融
を通じた通貨量増大の基軸経路としては，民間銀行レベルでの「預金通貨創
造」よりは，むしろ，政府・日銀レベルでの「銀行券創造」としての「本源的信
用創造」のウエイトが大きいこと　　これである。約めていえば，国家の財
政・金融ルートに裏付けされた通貨膨張にもとづく，有効需要の人為的創出
以外ではないが，ここで特殊歴史的規定性として取り分け強調されるべき点
は，戦時統制経済というヨリ緊迫した局面に直面した，国家機能の，ヨリ「直
接化＝前面化」という新動向であって，ここにこそ，「戦時統制経済期・資本
蓄積促進策」が有する，その何よりもの枢軸があるというべきであろう。
［２］階級宥和策　以上のような「資本蓄積促進策」をふまえつつ，取り急ぎ，
現代資本主義のもう一面を構成する，「戦時統制経済期・階級宥和策」へと
視角を転じていこう。その際，すでに高橋財政期にあってさえも，「日本型・
階級宥和策」がもつその「特殊性」が否定できなかったが，当面の戦時統制経済
期においては，その「特殊性」がさらに一段とその色を濃くせざるを得ない。
換言すれば，国家の戦時統制体制に規制されつつ，それに立脚してのみ形成
をみる「労資関係」３２）が進行する　　わけであり，まずこの点にこそ予め強い
強調点を置いておく必要があるが，それを前提としていえば，このような「戦
時統制期・階級宥和策」の展開が，何よりも「産業報国会体制」としてこそ発現
していくのは周知のことであろう。
そこで最初に第１として，「産業報国会体制」（産報体制）の①「形成過程」か
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ら入っていくことにしよう。まず１つ目に，その第１局面は，「国民精神総
動員」（「精動」）計画および「時局対策委員会」段階だといってよい。要するに
「産報体制」形成のいわば準備ステージであるが，まず前段の（イ）「精動」計画
が全体の出発点をなし，具体的には，日華事変勃発にともなって，３７年９月
に「精動計画実施要領」・「精動中央連盟」の発足をみる。その場合，この計画
の目的が「国民の国家政策への協力確保」にあったのは当然だが，取り分け労
資関係への影響という点では，この「精動」計画に沿って，特に右翼政党およ
び労働組合における，戦争・産業協力体制への進展が開始されたこと　　
が目立った。例えば，社会大衆党は綱領を改正して「資本主義を改革し以って
産業の計画化と国民生活の安定化を期す」ことを唱ったし，また総同盟に至っ
ては，「労働国策として労働者団結権の法認並に産業及び労働の統制の即時実
施を期す」とともに「労資紛争を挙げて平和と道義の手段に訴えて解決し，進
んで全産業に亙り同盟罷業の絶滅を期す」　　という決議をさえ発表した。
それに対して，後段の（ロ）「時局対策委員会」は，「精動」計画の「上意下達性
＝官製性」的欠陥を補完しつつ労働者・大衆の運動への動員をこそ目指すもの
であった。具体的には，３８年２月に，協調会主導で「時局対策委員会」が設置
され，まさにそこを舞台として３９年３月には，以下のような内容を持つ周知
の「労資関係調整方策要綱」が決定をみる。
すなわち，まず第１に「理念」としては，何よりも，「産業＝事業者・従業
員を一体とする事業一家」という根本観念の設定こそが目立つ。そして，まさ
にこの「観念」を基本的立脚点にしてこそ，まず一方では，事業者の社会的使
命として「産業報国精神」が強調されるとともに，ついで他方では，従業員の
社会的使命としては「勤労報国精神」が主張される　　という論理構成が採
られた。その点で，「労資協調型指導精神」の鼓吹が明瞭に盛り込まれている
のが明らかであろう。次にそれを受けて第２として，このような体制構築の
ための「具体的方策」が以下のように示されていく。つまり，各事業所に，
この指導精神普及のための，事業者・従業員を包含した共同機関を設置する
とともに，さらに，この「指導精神を宣揚し労資関係を調整」するための「中央
機関」の設置もが目指された。したがって，「理念」だけでなく，指導精神実現
のための方法論もが明確だと判断されてよい。
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そのうえで第３は，指導精神実現に関する，その「保障条件」の明記が目
に付こう。例えば，「この機関を通じて産業の発展，従業員の福祉をもたらす
べき各種の施設を行うこと（具体的には待遇改善，能率増進，保健衛生，福利
共済，教育修養，慰安娯楽など）」が意図されたから，その意味で，労働者に
対する「一種の階級宥和策」的本質は一目瞭然だといってよい。そう考えると，
まさにこの方向を，第１次大戦後に普及してきた「工場委員会制度」を産業報国・
勤労報国という国家理念の下に「再編・強化」しようとするものだと位置付け可
能なこと　　はいまや明白ではないか。この枢軸点こそが注意されてよい。
続いて２つ目に，その第２局面をなす「産業報国連盟」段階へと目を転じ
よう。そこでまず（イ）その「契機」だが，その出発点をなしたのは，３８年７月
における「産業報国連盟」の成立であった。周知の如く，これは，産報運動の
推進母体たる目的の下に設立をみた全国中央組織に他ならないが，まさにこ
れを土台にしてこそ，従来の産報運動が限界として抱えていた，その官製的
性格の打破が目指されたわけである。したがって，この「連盟」設置による，
産報体制の「国民運動」としての運動化こそが試みられていこう。それを前提
として，次に（ロ）その「展開」にまで進むと，これ以降，政府は，何よりも産業
報国会の具体的組織化に着手していく。すなわち，まず８月には各地方長官に
対して「労資調整方策実施ニ関スル通牒」を発し，従業員１００人以上の事業所に
ついて，「事業主・従業員双方を包含した産業報国会の個別的な設置」を奨励
した。そしてその際，政府は「本団体ヲ設置シタルコトヲ理由トシテ労働組合
ノ解散ヲ強フル」ことを強く警戒しつつ，むしろ，この産報運動に対する労働
組合の支持の尊重こそを確保しようとしていく。まさにこの点が重要であっ
て，　　少なくともこの段階においては　　労働組合の弱体化を狙うという
よりは，労働組合を維持しつつそれを産報運動へ「取り込み」ながらその支持基盤
にしようという方向性こそが明瞭なのであり，それを通して，産報運動における
「国民運動的性格」の強化が試行されたといってよい。その結果，地方行政機構か
らの強力な支援と指導とを受けながら産報運動は急速に推進されるに至り，同年
４月までに，早くも３８４７事業所に産業報国会が設置されるとともに１４０万人がそ
の組織に入ることになった。まさに顕著な飛躍ステップが踏まれたわけである。
このような経過を通じて，産業報国会運動はともかくも「国民運動」的形態
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をとって進行することになったが，しかしそこには，以下のような（ハ）「特質」
がなお明白だといわざるを得ない。すなわち，産業報国会組織の形成過程に
おいて政府の極めて強力な行政的援助と指導が作用していったこと　　以
外ではなく，逆からいえば，この運動は，その本質的な点で，「自主的国民運
動としての性格」を欠落させていることが一目瞭然なのだ　　と。
以上のプロセスの帰着点としてこそ，３つ目として，第３局面の「大日本
産業報国会」段階へと至る。そこで最初に，（イ）その「経過」を押さえておく必
要があるが，その時期的画期をなしたのは３９年段階であった。つまり，戦争
体制の本格化にともない，この３９年フェーズから国家規制にもとづく労務動
員・統制が不可避となるが，そのような状況の中で，政府は，産報運動をこ
の労働力統制の一環として再編成することに着手せざるを得なくなる。具体
的には，３９年４月に政府は，産報運動を直接的に政府のコントロール下に置
くことを意図して「産業報国連合会ノ設置ニ関スル件」を発令し，各産業報国
会を，地方長官を長とする「道府県産業報国連合会」の指導下に位置づけるこ
ととした。まさにこのような変更によって，産報運動の中央組織としての産
業報国連盟は，その性格を変化させたのであり，結局は，政府の指導に従属・
協力する機関に過ぎなくなったといってよい。こうして，この過程を通して，
「国民運動的性格の欠落」という，従来からの産報運動の特質は，なお一層明
瞭に浮かび上がってくる以外にはなかった。大きな転換期に差し掛かっていく。
しかし，同時にそれと対応して，（ロ）その「機能」面でも事態の変化が進行
をみる。つまり，さらに４０年後半になると，戦争体制の一層の進展に対応し
て労働力に対する戦時統制が全産業部門にまで拡大されたが，それにとも
なって，労働統制機構におけるこの産報運動の役割は一段と深化されるに至
る。やや具体的に追えば，産報運動を戦時統制メカニズムへさらに深く包摂
することを目的として，４０年１１月に政府は，従来の道府県レベルの産業報国
連盟を統合するものとして「大日本産業報国会」を新たに設立するとともに，
道府県連合会の下部組織として，警察署長を長とする「支部」（警察署単位）を
新規に設けた。以上のようなプロセスを経て最終的には，産業報国会は，「支
配力を有した中央機関」＝「大日本産業報国会」の下へ完全に組織化されたと
いってよく，それを通じて，これまで調整的作用を果たしてきた従来の産業
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報国連盟はその使命を終えて解散することとなった。
こうして要するに，この４０年「大日本産業報国会」の結成を以ってこそ，産報
体制は，「制度面」および「機能面」において，一応その「完成」に到達した　　と
整理可能なように思われる。
そのうえで，この「第２局面」の「意義」はどう集約できるであろうか。そ
の場合，何よりも注視すべきは，事この局面にまで至ると，産報運動の「完
成」が「労働組合の存立否定」と結合していくという点に他ならない。なぜなら，
産業報国運動に　　たとえ表面的にではあれ　　国民運動的粉飾を与える
ために一旦は必要とされた，「労働組合の存立維持」と（その「代償」としての）
「運動への強制的参加」といういわば「譲歩」は，労働力統制メカニズムへの産報
運動の直接的包摂とそれによる労働力統制の国家的一元化が完成してしまえば，
もはや不必要になる　　のは自明だからである。こうして事態は転換した。
要するに，産報運動の「完成」という新局面に直面して，労働組合は，むし
ろ国家統制に対する障害物として，その存在自体が否定されていくに至るの
である。まさにその終着点への到達であろう。
このような展開過程を前提としつつ，次に第２に産報体制の②「構造」へと
視角を転じたい。そこで最初に，構造的論点の１つ目は「労働統制展開との
一体化」であろう。すなわち，日華事変→太平洋戦争という戦争体制深化の過
程で不可避となる，賃金統制・労働力移動統制などの労働統制が円滑に進む
ためには，「全産業人の積極的自発的協力を得，有機的連関性を保持して，事
業場に浸透反映するに足る産業労働組織が必要である」が，そのような固有の
役割を，何よりもこの産報運動こそが現実的に果たすことになったわけであ
る。その点で，産報運動は，単に産業報国を目的とした一種の理念的・精神
的運動であったのみならず，国家労務政策の一端に位置付けられることに
よって，それが，労働統制という現実的体制組織化機構の一部分としても機
能したこと　　が重要であって，この意味においてこそ，「産報運動＝階級
宥和策の一環」という，その枢軸関係がヨリ明瞭に理解し得るように思われる。
さらに構造的論点の２つ目として「労働者・労働運動の対応」が興味深い。
例えば，当時にあって最大の組合員数を組織し労働運動における主流的位置
にあった「総同盟」に代表させて，産報運動へのそのスタンス変化を追えば以
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下のようであった。まず（イ）「前半段階」だが，ここでは，前述の「労資関係調
整方策」に対して批判的態度が取られる。つまり，「労働組合の存続およびそ
の独自性維持への懸念」＝「労働組合の存在意義否定に対する反発」を理由に
して，「この案が積極的に労働組合の発展を期するものでないことは明瞭なこ
とである」と主張された。まさに極めて妥当な反対理由だが，しかしその反対
姿勢はすぐに一頓挫をみる。すなわち，ついで（ロ）「後半段階」へと転じるの
であって，産報運動が具体化してくると，総同盟の対応は微妙に変化してい
く。すなわち，「労資関係の調整は自主的労働組合による労資の自主的協力関
係の確立が原則である」というセオリーを一応は掲げながらも，にもかかわら
ず，「自主的労働組合の未発達なる現状が今日非常時応急対策として，産報案を
生ましめている」という「いい訳」を付けて，結局は妥協モードへと落ち込む。
まさにこのような主張に立脚しつつ，いくかの「留保点」を辛うじて指摘しなが
らも，最終的には産報運動への参加を決定したといってよい。その末路である。
こうして，（ハ）その「結果」は，総同盟による，一定の要求を条件にした産
報運動への参加であった。しかしヨリ本質的には，総同盟のこのようなスタ
ンス変化はむしろ必然的だったともいってよい。なぜなら，そもそも総同盟は，
「挙国一致強化のためには，労働組合の自主的組織によって上からの労働統制を
下から強化する必要はますます過重せられる」として，挙国一致体制下における，
労働統制に果たす労働組合役割の重要性と労資協調関係強化の必要性とを認め
ていた　　からに他ならず，したがってその点では，産報運動に対する，総同
盟と政府との，その認識の差は決して大きくはなかったともいうべきであろう。
そのうえで３つ目の構造的論点としては，産報運動に対する「資本側の対
応」が指摘されてよい。最初に（イ）その「ポイント」を絞っておくと，統制経済
進展にともなう，「産報運動への対応パターンの変遷」こそがその焦点をなす。
というのも，すでにフォローした，労働側の産報運動への対応関係が，労働
組合の自主的解体過程としてほぼ一元的に把握可能なのに対して，資本側の
対応に関しては，そのような単色化は困難だからである。そうではなく，事
態の推移とともにその対応関係が変化していくのであって，その変遷に特段
の注意が必要だと思われる。そこで，（ロ）その「転換過程」を簡単に追えば，
概略的にみて以下の４局面に区分可能ではないか。すなわち，まず「第１ス
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テージ」は「労資関係調整方策」に関わる段階であり，ここでは，資本家団体は
産報運動形成に対してむしろ「能動的役割」をこそ果たす。立ち入っていえば，
このような労資関係の精神によって，当面の争議防止だけでなく，戦後の混
乱期をも克服可能な労資関係の構築を目指すという立場から，資本側の利害
は産報運動のまさにバック・ボーンをなしていたというべきであり，その意
味では，産報運動は，資本側の労働者対策といわば表裏一体となっていた。
しかしついで「第２ステージ」は，産報運動における「政府の指導権掌握」の
段階であるが，この局面では，資本側の産報運動への反対姿勢が一転して強
硬になる。つまり，資本側にとって，このような「産報組織と行政機構との一
体化」構想は断じて容認不可能なものとされ，そこから，この構想に抵抗を示
しつつ政府介入を拒否して，むしろ厚生省との対立関係に入るといってよい。
さらに太平洋戦争が現実化する４１年に入ると，局面は再度の転換をみせて
「第３ステージ」を迎える。すなわち，この局面の中で非内務官僚によって
進められた機構改革によって，「中央本部の役割の限定化」と「中央本部内にお
ける官僚支配の後退化」とが進展したため，一方で，産報運動における資本側
の自主的活動余地がそれだけ温存されたとともに，他方では，産報運動を資
本自身の運動へと切り替えていく方向性がヨリ明確となった。まさにこのよ
うな環境変化に対応してこそ，この段階では，産業界の意向に沿った産報運
動への転換が進行したと整理できる。そして，この延長線上に「第４ステー
ジ」が位置づくが，その決定的な契機をなしたのは，何よりも４３年の「中央勤
労協議会」の設置であろう。これは，戦争経済の行き詰まり露呈化に直面して，
全産業人の意思を中央本部に結集しようとする必要性に立脚して結成をみたが，
それは最終的には，産報運動を産業人自身の運動として再編することによって
資本側の意向に即応した体制を構築すること　　の促進にこそ連結していっ
た。要するに，産報組織が企業別に編成されるとともに，その運営が，　　産
報運動という名目の下に　　まさに経営者中心に展開されていくものとし
て再編されざるを得なかったわけである。こうして，資本側の産報運動への
対応関係も，いわばその最終的な結末へと到達した。
そうであれば，以上を受けて最後にその（ハ）「意義」はこう集約されてよい。
すなわち，いまや，産報体制は企業の労務管理体制の中に完全に包括される
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に至ったのであり，まさにそれを通して，それは，資本の指揮権強化＝「事業
一家主義」の徹底化に寄与していくという，１つの補完体制としてこそ確立を
みた　　というべきだと。その点で，この「産報体制」が「戦時統制経済型・
階級宥和策」の一環に他ならないことの「１根拠」が，ここにもはっきりとその
顔を覗かせている。
そのうえで，取り急ぎ第３として産報運動の③「本質」へと進もう。最初に
まず「視点」を絞っておくと，何よりもその「本質」は，その初期段階におけ
る「労資関係調整方策」の中にこそ最も鮮明に表現されている　　点に注意
が必要である。もっとも具体的にフォローした通り，この「方策」で示された
理念がそのまま最後まで貫徹されたわけではなく，その展開過程の中で，産
報運動が国家労働統制の一環に包摂されて一旦はその理念上の変更を余儀な
くされたのは確かだが，それにもかかわらず，最終的には，特に資本主導に
よる「勤労協議会」の設置を通して，この「方策」で明示された全体的理念が，
産報運動の「本質」として貫かれていったのもまた事実であった。まさしく「方
策」型理念の見事な貫徹である。
そこで２つ目として，この「方策」型理念の「内実」は結局以下のようなも
のとして解析可能であろう。すなわち，（イ）産業は，「事業者」および「従業
者」各自の「職分」によって結ばれた「有機的組織体」であることをまず基本前
提としたうえで，（ロ）この産業の「使命」が，産業の発展により「国民の厚生を
図り，国家の隆盛，人類の文化」に貢献する点に設定される。そしてそれを踏
まえつつ，（ハ）この使命達成のためにこそ，「事業者」・「従業者」両者は「一
体」となる必要があるとされ，最後に，（ニ）まさにそれを通じて，「事業一家・
家族親和」の精神を以って自己の「職分」を全うしなければならない　　と図
式化可能であると。要するに，この理念は，労資間の階級対立＝利害対立を
否定しつつ，労資関係をむしろ「職分」＝「使命」の相違として規定し，そのう
えでそれを立脚点にして，産業上の国家目的に基づいた労資の「一体的」統合
を主張するもの　　となっているわけである。
したがってその意味で，それは，「国家的使命に対して，事業一家的精神に
もとづき，一体化された労資が，その自己の職分を尽くすこと」，という論理
構造として解析できるのであり，まさにこのような「論理構造」にこそ，産報
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運動の，その体系的「内実」が存在すると総括されてよいように思われる。し
かも，こう理解してよければ，その延長上に，その「本質」が，最終的に次
のように浮かび上がってくるのもいわば一目瞭然ではないか。すなわち，こ
のような「事業一家型職分」論が，労資の利害対立を認めたうえでその統合・
宥和を説く，いわゆる「労資協調主義」をさらに超えているのは明白であり，
したがってそれこそは，日本における戦時統制経済の危機的展開が，一般的
な「労資協調型体制統合」によってはもはや処理不可能だという状況にあって，
その「危機型統制経済体制」に対応して緊急に構築された，まさしく「特殊危機
対応型・労資関係システム」以外ではないのだ　　と。要するに，「産報体
制＝戦時統制型『階級宥和策』」という基本図式が，改めて承認されてよい。
［３］統制経済期・現代資本主義の構造的特質　以上ここまでで，戦時統制
経済期における，「資本蓄積促進策・階級宥和策」の展開を個別的にフォロー
してきたが，その個別的分析を前提にして，最後に，その両者の総合化を，
「統制経済期・現代資本主義の構造的特質」という視点から総括したい。そ
の場合，問題考察の焦点をなすのは，いうまでもなく，日本型・現代資本主
義の規定性という基準点からする，「高橋財政期―戦時統制経済期」の相互関
係に他ならない。すでに本稿でも立ち入って検討した通り，日本においては，
資本主義の体制的危機の下で，「階級宥和策」と「資本蓄積促進策」とを手段と
しながら国家による体制組織化をその課題とする現代資本主義は，高橋財政
期を画期とする３０年代にその成立をみた。その意味で，この３０年代こそ，日
本資本主義の現代的出発点だとしてよいが，そう考えた場合，以下のような
無視し得ない論点の浮上が直ちに禁じ得まい。すなわち，「産報体制」を中軸
とする戦時統制経済期は，現代資本主義成立期としてのこの３０年代期とはど
のような位置関係に立つのか　　という論点，これである。このように課
題を設定すれば，それに対しては，以下のような「二重性」的論理構成を通し
て回答可能ではないか。
すなわちまず第１に，それら両体制を貫く①「継承面」が何よりも十分に強
調されねばならない。立ち入っていえば，金輸出再禁止＝管理通貨制への移
行を条件とした財政・金融政策を通して，「階級宥和策」と「資本蓄積促進策」
とを展開し，それによって体制の安定化を追及するという，３０年代に成立し
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た「現代資本主義の『基本的課題』」３３）が，他方の戦時統制経済期においても，
例えば以下のような関係を媒介にして，基本的には貫徹をみたこと　　が重
要ではないか。つまり，最初に１つ目として「資本蓄積促進策」サイドでは，
（イ）財政ルートを通した，「軍事費支出」膨張による有効需要拡大，（ロ）金融
ルートを通じた，発券量拡張に立脚した有効需要拡大，（ハ）「軍需生産」取引
に媒介された企業投資活動の補完，などが顕著であり，その点で，まさに「戦
時統制経済システム」そのものを土台にした，対企業向け国家サポート機能の，
その拡張展開こそが進行をみた。したがって，３０年代期に「定着」した「資本蓄
積促進策」は，統制経済期には，戦争経済と接合することによって，その原型
を一層越えつつ，いわば「全面展開」にまで至ったとさえいえる。
ついで２つ目に「階級宥和策」サイドへ目を転ずると，例えば以下のよう
な関連が注目に値するといってよい。すなわち，「産報体制」にともなう，（イ）
「従業者―事業者」という「職分関係」によって結ばれた「企業＝有機的組織体」
把握，（ロ）「事業一家・家族親和」精神に立脚した「労資一体化」理解，（ハ）「労
資協調主義」をもう一段超えた，「労資間階級対立の否定」という新型・労資関
係の構築　　に他ならず，ここからは，労働者階級の全面的「体制内包摂化」
を通した，「反革命体制」のいわば「完成体」が出現しよう。まさにその意味で，
３０年代期に成立した「階級宥和策」における，その「到達点タイプ」が，この戦時
統制経済期の中で，いわば「グロテスクな形」を取って現出したとも考えられる。
したがってこのように追跡してみると，結局３つ目に，その「継承面」とし
てはこう「集約」できよう。すなわち，３０年代期に成立した，現代資本主義
の両輪をなす「資本蓄積促進策―階級宥和策」という両機能は，その基本構造
としては，戦時統制経済期においてもその前提となっているのであり，まさ
しく，その点で「継承」をみていること　　はまず一面で否定し得まい。何
よりも，この基本的・機能的「継承面」にこそ注意を払っておこう。
しかし，いうまでもなく，このような「課題」の基本的な貫徹を指摘するだけ
では事態の半面にしか過ぎない。すなわち次に第２として，両体制間における，
②その「異質面」こそが重要であるが，その場合のキー・ポイントが，この「課
題」が，「戦時統制経済システム」以外によっては遂行され得なかった　　とい
う点にこそあるのは当然である。立ち入っていえば，戦時統制経済体制にあっ
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ては，この「現代資本主義の課題」は，まず一方では，単なる労資協調という
次元を超えた，　　もはや個別労働組合の存立自体をも否定する　　「事
業一家的職分論」に立脚した「産報体制」，また他方では，　　企業の自発性を
それなりに維持しつつも　　国家目的を基本前提としつつ個別企業の自律
的利潤原理を解消した「官民統合体制」（「統制会体制」），という２つの固有な
統制システムに則ってこそ実行された以上，そこには，無視できない重大な
特異性が厳存するといわざるを得まい。というのは，現代資本主義の基本パ
ターンとしては，その「課題」は，　　財政・金融政策および労働政策という
現代的国家政策をもちろん前提にはしつつも　　あくまでも個別企業の自
主的資本活動に立脚してこそ遂行されるのがセオリーだからであるが，それ
に比較して，労働組合の存立や企業活動自由の否定にまで至る，極めて強い
国家統制を伴った「戦時統制経済」下での，このような「現代資本主義的『課題
遂行』」に対しては，決定的に大きな特殊性が一目瞭然だというべきであろう。
まさにその点で，この「課題貫徹方式の『特殊性』」こそが，「異質性」における
その焦点だといってよく，何よりもここにこそ事態のもう半面が表出している。
このように考えてみると，最後に第３に結論的にいって，この「継承面―異
質面」＝「二重性」に関しては，結局以下のように③「総合化」が図られよう。す
なわち，「戦時統制経済体制」＝「産報・統制会体制」は，まず一面では，「３０年
代高橋財政体制」＝「現代資本主義の基本構造成立期」の，その「基本的貫徹」形
態であるとともに，他面では，その「基本課題」を強力な「国家統制方式」にお
いてのみ現実化し得た，極めて「特殊なヴァリエーション」３４）だったのだ　　
と。要するに約めていえば，「戦時統制経済体制」は，その「課題」を基本的に
は維持しつつもあくまでもそれを「特異な方式」で実現した　　という意味
で，まさしく「日本型現代資本主義の『空洞化』」類型とこそ定式化可能なよう
に思われる。
おわりに
以上，本稿では，３０年代高橋財政期における「現代資本主義の成立」をその
立脚基準にしつつ，戦時統制経済期を，「日本型現代資本主義の『空洞化』」と
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してこそ体系化を図ったが，周知の通り，この後，日本資本主義は太平洋戦
争への突入を画期として本格的な戦争経済へとのめり込んでいく。そして，
それがもたらした敗戦を経て，日本資本主義は，「戦後改革―再建過程」を経過
しつつ，そこから戦後・日本資本主義としての運動過程をスタートさせていく。
そこで次の課題はこう設定されていかざるを得まい。すなわち，戦前期に
おいてここまでで，「基本構造成立→空洞化」として経過してきたこの「日本型
現代資本主義」は，ついで「戦後改革―再建期」に直面して，「どのような歴史
的規定性」を受け取ることになるのか　　が解明されねばならないと。まさ
にこの戦後期・「再建過程分析」こそが，次稿の課題となっていくであろう。
１）拙著『日本における現代資本主義の成立』（世界書院，１９９９年）。
２）日本資本主義論争について詳しくは文献が多いが，取りあえず，大内力『日本経済論』
上（東大出版会，１９６２年），佐伯・柴垣編『日本経済研究入門』（東大出版会，１９７２年），な
どをみよ。
３）日本型「後進性」については，宇野弘蔵『農業問題序論』（青木書店，１９６５年）を参照せ
よ。
４）この「確立」論争に関しては，楫西・加藤・大島・大内『日本資本主義の発展』Ⅱ（東大
出版会，１９６３年），大石嘉一郎編『日本産業革命の研究』上・下（東大出版会，１９７５年），
をみよ。
５）例えば山田盛太郎『日本資本主義分析』（岩波文庫，１９７７年）などで主張されている。
６）日本初の「過剰生産恐慌」としてのこの「９０年恐慌」について詳しくは，大島清『日本恐
慌史論』上（東大出版会，１９５２年）及び長岡新吉『明治恐慌史序説』（東大出版会，１９７１
年）を参照せよ。
７）前掲，楫西他『発展』Ⅰ，５７頁。
８）金融資本の概念規定に関しては，宇野弘蔵『経済政策論』（弘文堂，１９５４年）を参照の
こと。
９）この論争については，例えば柴垣和夫『日本金融資本分析』（東大出版会，１９６５年）を
みよ。
１０）農業恐慌＝農業問題に関しては，大内力『農業恐慌』（有斐閣，１９５４年）が優れている。
１１）１９３０年代構造の詳細は，拙著『現代資本主義の史的構造』（御茶の水書房，２００８年）を
みよ。
１２）第１次大戦の帰結に関しては，楊井克巳編『世界経済論』（東大出版会，１９６１年）をみ
よ。
１３）世界恐慌について詳しくは，玉野井芳郎編『大恐慌の研究』（東大出版会，１９６４年），
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吉富勝『アメリカの大恐慌』（日本評論社，１９６５年），宇野弘蔵監修『帝国主義の研究』
３（青木書店，１９７３年），侘美・杉浦編『世界恐慌と国際金融』（有斐閣，１９８２年），が
代表作品であろう。
１４）ニューディール政策の展開体系について詳しくは，前掲，拙著『史的構造』第７章を
みよ。
１５）現代資本主義の「本質」については，「体制的危機・管理通貨制」をも含めて，何より
も大内力『国家独占資本主義』（東大出版会，１９７０年）及び加藤栄一『ワイマル体制の
経済構造』（東大出版会，１９７３年）が基準にされてよい。また前掲，拙著『史的構造』第
９章をもみよ。
１６）現代国家の詳細については，拙著『資本主義国家の理論』（御茶の水書房，２００７年）を
みられたい。
１７）金融政策を含めた，高橋財政期・金融構造の基本動向に関して詳しくは，拙稿「戦間
期日本資本主義の金融構造」（『金沢大学教育学部紀要』第３７号，１９８８年）などを参照
のこと。
１８）日銀の制度改革については，吉野俊彦『日本銀行制度改革史』（東大出版会，１９６２年）
が詳しいが，伊藤正直『日本の対外金融と金融政策』（名古屋大出版会，１９８９年）も参
考になる。
１９）この機構展開の詳細については，前掲，宇野監修『帝国主義の研究』６，３０８－１０頁を
みよ。
２０）拙稿「戦間期日本資本主義の財政構造」（『教育学部紀要』第３６号，１９８７年）を参照せよ。
２１）拙稿「戦間期日本資本主義の対外関係」（『教育学部紀要』第３８号，１９８９年）をみよ。
２２）対外通商政策の展開については，前掲，楫西他『日本資本主義の没落』Ⅲ７７６－８１頁を
みよ。
２３）労資関係の基本構造に関しては，西成田豊『近代日本労資関係の展開』（東大出版会，
１９８８年），拙稿「戦間期日本資本主義の労資関係」（『教育学部紀要』第４１号，１９９２年），
をみよ。
２４）拙稿「戦間期日本資本主義と日本型ファシズム」（『紀要』第４６号，１９９７年）を参照せよ。
２５）農業問題・農民運動の詳細は，暉峻衆三『日本農業問題の展開』下（東大出版会，１９８４
年）をみよ。また拙稿「戦間期日本資本主義の農業構造」（『紀要』第３９号，１９９０年）をも
みよ。
２６）ワイマル体制の歴史的位置については，前掲，加藤『ワイマル体制』序章が極めて重
要である。
２７）「日本型現代資本主義における高橋財政期の体系的位置」については，何よりも，前
掲，大内『日本経済論』上及び前掲，拙著『日本における現代資本主義の成立』を参照
されたい。
２８）「ニューディール―ナチス」関係に関して詳しくは，東大社研編『ナチス経済とニュー
ディール』（東大出版会，１９７９年）が詳しい。さらに，前掲，拙著『史的構造』をもみら
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れたい。
２９）前掲，拙著『日本における現代資本主義の成立』「終章」ですでに立ち入って論証した。
３０）統制経済期・資本蓄積に関しては，拙稿「日本における戦時統制経済の展開」中（『紀
要』第４４号，１９９５年）をみよ。また原朗編『日本の戦時経済』（東大出版会，１９９５年）も
参照のこと。
３１）戦時期・金融政策に関しては，拙稿「日本における戦時統制経済の展開」上（『紀要』第
４３号，１９９４年），大石嘉一郎編『日本帝国主義史』３（東大出版会，１９９５年），を参照の
こと。
３２）戦時統制期・労資関係の概略は，「産報体制」も含めて，拙稿「日本における戦時統制
経済の展開」下（『紀要』第４６号，１９９６年）をみよ。さらに産報体制については，佐口和
郎『日本における産業民主主義の前提』（東大出版会，１９９１年）が興味深い分析を提供
してくれる。
３３）「現代資本主義の基本課題」については，前掲，拙著『現代資本主義の史的構造』第９
章を改めて参照のこと。まさにこれを歴史的基準としてこそ「日本型特質」も図式化
し得る。
３４）しかしここで注意すべきは，この「特殊性」が決して「日本にのみ」固有だとはいえな
い点であって，現代資本主義の　　ニューディールと並ぶ　　もう１つの典型で
あるナチス経済も，この「日本型タイプ」との共通性を持つ。この点に関しては，例
えば前掲，拙著『史的構造』第８章をみよ。
